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　財政危機の深化をあらわすわが国の国債残高は，昭和58年度末で約110兆円，
59年度末には122兆円に達すると発表されている。新年度予算に計上された国
債費（償還費，利払い費）は9兆1，551億円，そのうち95％を占める8兆8，600
億円が利払い費用である。新年度の赤字国債発行額は6兆4，550億円だから，
これを全額過去の国債の利払いにあてたとしても約2兆4，000億円余り不足す
る計算になる。その差額は当然税金で穴埋めしなけれぽならない。財政当局が
掲げた財政再建計画にそって昭和65年をメドに赤字国債依存からの脱却をめざ
すとすれぽ，一方では国債累積の膨張によって年々増大する利払い費と，他方
では年々減額される赤字国債額とのギャップが拡大し，これを埋めるためにま
すます多額の税金を利払いにふりむけなければならないことになる。国民の税
金はますます過去の借金の利息にくいつぶされ，納税者は国の借金利息を支払
うために増税をしいられるという事態がすすむことになる。
　過去の国債が現在と将来の財政を縄縛し，財政が国債を抱くのではなく，財
政のほうが国債に抱かれ，財政が国債の抱擁から抜けだそうにも抜けだせなく
なってしまったわが国の国債政策をふり返り，国債累積（財政危機）のもつ意
味の一断片を考えてみるのも無駄ではないであろう。
　戦後わが国における本格的長期国債の発行は，いわゆる「65年不況」を背景
としてその幕をあけた。それから20年，いまや国債累積額は100兆円を突破し
ている。国債の累積とともに崩壊の危機に瀕しているかにみえる国債政策を考
える場合，その原型をなす高成長型の国債政策に立ちかえり，その特徴をみて
おくことが大切である。
　高成長期にとられた国債政策の重要な特徴は，国債財源の生産的使途への支
出→それによる経済成長の実現→税の自然増収→そこからの国債償還と利払い
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という「国債の生産性・自償性」の論理に裏うちされたものであったといって
よい。よく知られているように，高成長期におけるわが国の財政構造は，その
公共投資比重の高さ，とりわけ素材型重化学工業中心の産業構造に規定された
道路・港湾といった産業基盤向け公共投資の比重の高さによって特微づけられ
ている。財政法第4条は国債発行対象経費を「公共事業費・出資金・貸付金」
の三使途に限定しているが，この国債発行対象経費のうち，建設国債の発行に
よってまかなわれる公共投資財源の比重は極めて高く，公共投資財源は国債に
依存した体質となっている。このように国債に依存した公共投資の拡大が，民
間投資に対し膨大な需要を提供しただけでなく，産業基盤社会資本の隆路打開
というかたちで民間投資の増大に道を開き，それがまた公共投資の膨脹をうな
がし，相乗的な作用を生み出すなかで，高成長が実現されたのである。しかも，
こうした経済成長が所得税中心のきわめて弾力性の高い租税制度のもとで，税
の自然増収となってはねかえり，たとえその一部が減税にまわされたとして
も，その大部分は再び歳出化され，成長促進要因となるという循環がくり返さ
れていた。こうした国債依存の公共投資主導による経済成長の実現が，税の自
然増収を媒介にして，国債償還財源の創出に多少なりとも連結していたのが高
成長型の国債政策の重要な特微である。
　しかし，こうした関連は，財政危機の深化とそのもとでの国債の累積ととも
に，その有効性を失いつつあるのが現実である。その最大の要因が50年度以降
の消費的・非収益的経費（一般財源）をまかなうために恒常的に発行されるこ
とになった赤字国債の累積にあることは強調してもしすぎることはない。しか
し，同時に刮目すべきは建設国債それ自体のもついわゆる「生産性・自償性」
の神話である。
　「建設国債」は，財政法第4条の「但し書き」によって認められている国債
であり，公共事業費，出資金および貸付金の財源にあてる場合に限り発行する
ことができる目的国債である。すなわち，建設国債は特定の使途にあてるため
に発行される国債であるという点で，歳入欠陥補填のために一般財源として発
行される赤字国債と区別され，かつその使途目的が上に述べた資本的支出に限
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られている生産的な国債であるという意味で，建設国債とよぽれているのであ
る。
　しかし，ここで注意しなけれぽならないのは，出資および貸付の財源にあて
るための国債を生産的国債とよぶことには一応問題はないとしても，そのほか
に，国債に見合の資産が収益を生まない資産であっても，生産に間接的に役立
ついわゆる外部経済の公共的耐久施設であるならば，その建設費（公共事業費）
の財源にあてるための国債も生産的な建設国債とされていることである。
　建設国債のこうした定義の是非については議論の分かれるところであるが，
それは，この場合どうでもよい。重要なのは，現在の一般会計における建設国
債そのものの性格（生産性・自償性）である。
　財政法第4条が，制定当時（昭和22年），その財源を国債に求めることを許
した公共事業費，出資金および貸付金には，料金その他収益等なんらかの特定
の収入を生み出すものが多かった。鉄道事業や電信電話事業はその典型的なも
のであり，それらは国の特別会計による直営事業であったが，一般会計にも料
金その他の特定収入を伴う事業が少なくなかった。いいかえれぽ投資資金を国
債によって調達しても，その元利償還財源は必ずしも税金によってまかなう必
要はなく，自己弁済的に元利償還財源を生み出すものが多かった。しかし，そ
の後そういう従来国が行なっていた事業の多くは公社，公団等に移管され，現
在においては，建設されたその施設から得られる料金等の収入によって原則と
して元利償還が行なわれるという意味における自己弁済的な建設国債はもはや
国債としては存在せず，公社・公団・事業団等の公債（政府保証債等）となっ
ているのである。
　いまや，一般会計で行なわれている公共事業は，一般の道路，河川，橋梁と
いったそれによって料金等の特定の収入が得られない，いわぽ無償の公共施設
＝行政投資がそのすべてであるといってよい。したがって現在一般会計で発行
されている建設国債は，その元利償還を税金に依存するものであって，税金の
前借りであり，一種の税金の変形にほかならない。その意味において，「建設
国債」は，実質的には赤字国債と大差はなく，両者の間に明確な一線を画する
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ことは困難であるといってよい。
　国債の「生産性・自償性」とはほど遠い実質的な赤字国債としての建設国債
は，将来の租税収入によって元利を償還しなければならない国債である。昭和
59年度末には122兆円に達する国債残高の累積は，現在の租税構造のもとでは
国民大衆の租税負担の増加をもたらすものとなり，それは，また現在の国債所
有者の分布状態からすれば，「所得の逆再分配」をおしすすめる機構となるこ
とを，われわれは忘れてはならない。
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